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札幌市消費生活条例

　　　平成 6 年 3 月 30 日　条例第 30 号
改正　平成 7 年 2 月 20 日　条例第 18 号
改正　平成 19 年 6 月 7 日　条例第 26 号
改正　平成 25 年 2 月 26 日　条例第 5 号
改正　平成 26 年 10 月 6 日　条例第 59 号
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第 1 章　総則

　（目的）
第 1 条　この条例は、消費者と事業者との

間の情報の質及び量並びに交渉力等の格差
にかんがみ、消費者の利益の擁護及び増進
に関し、消費者の権利の尊重及びその自立
の支援その他の基本理念を定め、市及び事
業者の責務並びに消費者、消費者団体及び
事業者団体の果たすべき役割を明らかにす
るとともに、市が実施する施策について必
要な事項を定めることにより、その施策を
総合的に推進し、消費者の自主的努力と相
まって、市民の消費生活の安定及び向上を
図り、もって市民の安全で安心できる暮ら
しの実現に資することを目的とする。

　（基本理念）
第 2 条　消費者の利益の擁護及び増進は、市、

事業者及び消費者の相互の信頼と協力を基
調とし、次に掲げる消費者の権利の確立が
図られるとともに、消費者が自主的かつ合

理的に行動することができるよう消費者の
自立を支援することを基本として行われな
ければならない。

（1）　消費生活を営むうえで生命、身体及
■■び財産を侵害されない権利

（2）　公正な取引により、良質な商品及び
■■サービス等を提供される権利

（3）　消費生活を営むうえで必要な情報を
■■速やかに提供される権利

（4）　消費生活を営むうえで不当に受けた
■■被害から適切かつ迅速に救済を受ける
■■権利

（5）　消費者の意見が市が実施する消費者
■■の利益の擁護及び増進に関する施策（以
■■下「消費者施策」という。）及び事業者
■■の事業活動に適切に反映される権利

（6）　消費者の自主的な組織化及び行動が
■■保障される権利

（7）　自立した消費生活を営むために必要
■■な教育を受ける権利

2　消費者の自立の支援に当たっては、消費
者の安全の確保等に関して事業者による適
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正な事業活動の確保が図られるとともに、
消費者の年齢その他の特性に配慮されなけ
ればならない。

3　消費者の利益の擁護及び増進は、次に掲
げる事項に配慮して行わなければならな
い。

（1）　高度情報通信社会の進展に的確に対
■■応すること。

（2）　消費生活における国際化の進展に的
■■確に対応すること。

（3）　環境を保全すること。

　（定義）
第 3 条　この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。

（1）　商品　消費者が消費生活を営むうえ
■■で使用する物をいう。

（2）　サービス等　次のいずれかに該当す
■■るものをいう。
　ア　消費者が消費生活を営むうえで利用
■■する役務
　イ　消費者が消費生活を営むうえで施設
■■を利用し、又は役務の提供を受ける権
■■利
　ウ　ア及びイに掲げるもののほか、消費
■■者が消費生活を営むうえで使用し、又
■■は利用するもののうち、商品以外のも
■■の

（3）　消費者　事業者が供給する商品又は
■■サービス等を使用し、又は利用して生
■■活する者及び特定商取引に関する法律
■■（昭和 51 年法律第 57 号）第 58 条
■■の 4 に規定する訪問購入（同法第 58
■■条の 17 第 1 項各号に規定するものを
■■除く。以下「訪問購入」という。）に係
■■る購入業者の相手方をいう。

（4）　事業者　商品又はサービス等の供給
■■に関して商業、工業、サービス業その
■■他の事業を行う者及び前号の購入業者
■■をいう。

（5）　消費者団体　消費者の権利若しくは
■■利益の擁護又は増進のため消費者によ
■■り組織された団体をいう。

（6）　事業者団体　事業者の共通の利益の
■■増進のため事業者により組織された団

■■体をいう。

　（市の責務）
第 4 条　市は、第 2 条に規定する基本理念に

のっとり、市民の参加と協力の下に、総合
的な消費者施策を策定し、及び実施しなけ
ればならない。

2　市は、消費者が健全な消費生活を営むこ
とができるよう、適切かつ迅速な情報提供
を行うとともに、消費生活を営むうえで必
要な教育の充実に努めなければならない。

3　市は、消費者団体が行う消費生活の安定
及び向上のための健全かつ自主的な活動に
必要な協力をするよう努めなければならな
い。

4　前 3 項に定めるもののほか、市は、消費
者施策を策定し、又は実施するに当たって
は、必要に応じ国又は他の地方公共団体と
連携するとともに、消費者の意見の反映に
努めるものとする。

　（事業者の責務）
第 5 条　事業者は、第 2 条に規定する基本理

念に鑑み、その供給する商品及びサービス
等並びに訪問購入に係る物品について、次
に掲げる責務を有する。

（1）　消費者の安全及び消費者との取引に
■■おける公正を確保すること。

（2）　消費者に対し必要な情報を明確かつ
■■平易に提供すること。

（3）　消費者との取引に際して、消費者の
■■年齢、知識、経験、財産の状況その他
■■の特性に配慮すること。

（4）　消費者との間に生じた苦情を適切か
■■つ迅速に処理するために必要な体制の
■■整備等に努め、当該苦情を適切に処理
■■すること。

2　事業者は、その供給する商品及びサービ
ス等に関し環境の保全に配慮するととも
に、当該商品及びサービス等について品質
等を向上させ、その事業活動に関し自らが
遵守すべき基準を作成すること等により消
費者の信頼を確保するよう努めなければな
らない。

3　事業者は、事業活動において取得した消
費者の個人に関する情報を適正に取り扱わ
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なければならない。
4　前 3 項に定めるもののほか、事業者は、

その事業活動を行うに当たっては、法令（市
及び北海道の条例及び規則を含む。）を遵守
するとともに、市が実施する消費者施策に
協力しなければならない。

　（事業者団体の役割等）
第 6 条　事業者団体は、事業者の自主的な

取組を尊重しつつ、事業者と消費者との間
に生じた苦情の処理の体制の整備、事業者
自らがその事業活動に関し遵守すべき基準
の作成の支援その他の消費者の信頼を確保
するための自主的な活動に努めるものとす
る。

2　前項に定めるもののほか、事業者団体は、
市が実施する消費者施策に協力しなければ
ならない。

　（消費者の役割）
第 7 条　消費者は、自ら進んで、その消費生

活に関して、必要な知識を修得し、及び必
要な情報を収集する等自主的かつ合理的に
行動するよう努めるものとする。

2　消費者は、自らの権利の確立に努めると
ともに、消費者相互の連携を図ることによ
り、消費生活の安定及び向上のために積極
的な役割を果たすものとする。

3　消費者は、消費生活に関し、環境の保全
及び知的財産権の適正な保護に配慮するよ
う努めるものとする。

　（消費者団体の役割）
第 8 条　消費者団体は、次に掲げる役割を果

たすよう努めるものとする。
（1）　消費者が自らの権利を確立すること
■■を支援すること。

（2）　消費生活に関する各種団体相互の連
■■携を図ること。

（3）　消費生活に関する情報の収集及び提
■■供並びに意見の表明をすること。

（4）　消費者に対する啓発及び教育をする
■■こと。

（5）　消費者の被害の防止及び救済のため
■■の活動をすること。

（6）　消費生活に関し、環境の保全のため

■■の活動をすること。
（7）　その他消費生活の安定及び向上を図
■■るための健全かつ自主的な活動をする
■■こと。

　（相互協力）
第 9 条　市、事業者及び事業者団体並びに消

費者及び消費者団体は、それぞれの責務又
は役割を認識し、かつ、それぞれの責務又
は役割に応じ相互に協力して、消費者の利
益の擁護及び増進に努めるものとする。

2　前項の場合において、市は、相互の協力
を推進するため必要な施策を実施するもの
とする。
 

　（消費者基本計画）
第 10 条　市長は、消費者施策を総合的かつ

計画的に推進するための基本となる計画
（以下「消費者基本計画」という。）を策定
しなければならない。

2　市長は、消費者基本計画の策定に当たっ
ては、あらかじめ、札幌市消費生活審議会
の意見を聴かなければならない。

3　市長は、消費者基本計画を策定したとき
は、速やかにこれを公表しなければならな
い。

4　前 2 項の規定は、消費者基本計画の変更
について準用する。

第 2 章　消費者の権利の確立に関する施策

第 1 節　消費者の安全の確保

　（消費者の安全を害する商品及びサービス等
の供給の禁止等）
第 11 条　事業者は、消費者の生命若しくは

身体に対して危害を及ぼし、若しくは及ぼ
すおそれがあり、又はその財産に対して損
害を加え、若しくは加えるおそれがある商
品及びサービス等（以下「消費者の安全を
害する商品等」という。）を供給してはなら
ない。

2　事業者は、商品及びサービス等の品質及
び技術の向上、危害の防止に関する表示の
適正化その他の消費者の安全を害する商品
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等を供給することを防止するために必要な
措置を講じるよう努めなければならない。

3　事業者は、消費者の安全を害する商品等
を供給したときは、その旨を公表し、自ら
当該消費者の安全を害する商品等を回収す
る等危害又は損害の発生又は拡大を防止す
るため必要な措置を講じなければならな
い。

4　事業者団体は、事業者が前 2 項の規定に
より措置を講じる場合において、積極的に
指導し、又は協力するよう努めなければな
らない。

　（消費者の安全を確保するための調査及び情
報提供）
第 12 条　市長は、消費生活における消費者

の安全を確保するため、事業者が供給する
商品及びサービス等について必要な調査を
行うものとする。

2　市長は、前項の規定による調査により、
事業者が前条第 1 項の規定に違反している
おそれがあると認めたときは、速やかに当
該事業者が供給する商品又はサービス等に
よる危害又は損害について必要な調査を行
うものとする。

3　市長は、前項の調査に関し必要があると
認めたときは、当該商品又はサービス等を
供給する事業者に対し、当該商品又はサー
ビス等が消費者の安全を害する商品等でな
いことを証明することを要求することがで
きる。

4　市長は、事業者が前項の規定による証明
を行わない場合において正当な理由がない
と認めたとき、又は同項の規定による証明
を行った場合においてその内容が不十分で
あると認めたときは、当該事業者に対し、
再度証明を行うことを要求することができ
る。

5　前 2 項の規定による要求は、書面により
行うものとする。

6　市長は、必要に応じ、第 1 項若しくは第
2 項に規定する調査又は第 3 項若しくは第
4 項の規定による要求により得た情報を消
費者に提供するものとする。

　（消費者の安全を害する商品等に対する措

置）
第 13 条　市長は、事業者の供給する商品又

はサービス等が消費者の安全を害する商品
等であると認定した場合において、当該事
業者が第 11 条第 3 項に規定する措置をと
らないときは、法令で定める措置がとられ
るときを除き、当該事業者に対し、同項に
規定する措置をとるよう勧告することがで
きる。

　（緊急安全確保措置）
第 14 条　市長は、事業者の供給する商品又

はサービス等が消費者の安全を害する商品
等であると認定した場合において、当該消
費者の生命又は身体に対して重大な危害を
及ぼし、又は及ぼすおそれがあり、当該消
費者の安全を確保するため緊急の必要があ
ると認定したときは、法令で定める措置が
とられるときを除き、当該消費者の安全を
害する商品等の品名、これを供給する事業
者の氏名又は名称及び住所その他の当該危
害の発生又は拡大を防止するための必要な
事項を公表しなければならない。

2　市長は、前項の規定により公表したとき
は、直ちに当該事業者に対し第 11 条第 3
項に規定する措置をとるべきことを通知し
なければならない。

3　前項の規定による通知を受けた事業者は、
直ちに第 11 条第 3 項に規定する措置をと
らなければならない。

　（安全確保基準の制定等）
第 15 条　市長は、法令に定めがある場合を

除き、消費生活における消費者の安全を確
保するため必要があると認めたときは、商
品及びサービス等について事業者が遵守す
べき基準（以下「安全確保基準」という。）
を定めることができる。

2　市長は、安全確保基準を定めたときは、
その旨を告示しなければならない。安全確
保基準を変更し、又はこれを廃止したとき
も同様とする。

3　事業者は、安全確保基準を遵守しなけれ
ばならない。
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第 2 節　広告その他の表示、包装及び計量の
　適正化

　（広告その他の表示の適正化）
第 16 条　事業者は、商品又はサービス等を

供給するに当たっては、次に掲げる事項を
推進するよう努めなければならない。

（1）　商品又はサービス等の品質その他の
■■内容並びに当該商品又はサービス等を
■■供給する事業者の氏名又は名称及び住
■■所を適切に表示すること。

（2）　商品又はサービス等の価格（単位当
■■たりの価格を示すことができるときに
■■あっては、当該単位当たりの価格を含
■■む。）を適切に表示すること。

（3）　商品又はサービス等を自動販売機そ
■■の他これに類する機械（以下この号に
■■おいて「自動販売機等」という。）によ
■■り供給するときは、当該自動販売機等
■■の見やすい箇所に当該商品又はサービ
■■ス等を供給する事業者等との連絡に必
■■要な事項その他必要な事項を適切に表
■■示すること。

（4）　商品又はサービス等を供給した後に
■■当該商品又はサービス等に関して保証、
■■修理その他のサービスを積極的に提供
■■するとともに、当該サービスを提供す
■■るときは、その内容を適切に表示する
■■こと。

2　事業者は、商品若しくはサービス等又は
訪問購入に係る物品について広告を行う場
合には、虚偽又は誇大な表現、消費者が選
択を誤るおそれのある表現その他の不適切
な表現を避け、消費者が商品若しくはサー
ビス等又は訪問購入に係る物品について適
切な選択等をすることができるように必要
かつ正確な情報の提供に努めなければなら
ない。

　（表示・広告基準の制定等）
第 17 条　市長は、法令に定めがある場合を

除き、必要があると認めたときは、前条第
1 項各号に規定する表示に関する事項及び
同条第 2 項に規定する広告に関する事項に
ついて事業者が遵守すべき基準（以下「表
示・広告基準」という。）を定めることがで

きる。
2　市長は、表示・広告基準を定めたときは、

その旨を告示しなければならない。表示・
広告基準を変更し、又はこれを廃止したと
きも同様とする。

3　事業者は、表示・広告基準を遵守しなけ
ればならない。

　（包装の適正化）
第 18 条　事業者は、商品に包装（容器を用

いる場合を含む。以下同じ。）をしてこれを
供給する場合には、当該包装の安全性を確
保しなければならない。

2　事業者は、商品に包装をしてこれを供給
する場合には、当該包装により当該商品の
内容を消費者に誤認させることがないよう
にしなければならない。

3　事業者は、商品に包装をしてこれを供給
する場合には、当該商品の保護又は品質の
保全に必要な限度を超える包装をしないよ
う努めなければならない。

4　事業者は、商品の包装について、資源の
節約に寄与するものを選択するよう努める
とともに、包装が不要となったときは、適
正に再利用され、若しくは再生利用され、
又は廃棄されるよう配慮しなければならな
い。

　（包装基準の制定等）
第 19 条　市長は、法令に定めがある場合を

除き、必要があると認めたときは、商品の
包装について事業者が遵守すべき基準（以
下「包装基準」という。）を定めることがで
きる。

2　市長は、包装基準を定めたときは、その
旨を告示しなければならない。包装基準を
変更し、又はこれを廃止したときも同様と
する。

3　事業者は、包装基準を遵守しなければな
らない。
 

　（簡易包装への協力）
第 20 条　消費者は、商品の包装について簡

易な包装に協力するよう努めなければなら
ない。
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　（計量の適正化）
第 21 条　市は、消費者と事業者との間の取

引に際して適正な計量が確保されるよう、
必要な施策を実施するものとする。

2　事業者は、商品及びサービス等並びに訪
問購入に係る物品について適正な計量を実
施するよう努めるとともに、前項の規定に
基づき市が実施する施策に協力しなければ
ならない。

第 3 節　取引行為の適正化

　（不当な取引行為の禁止）
第 22 条　事業者は、口頭、文書又は電磁的

方法（電子情報処理組織を使用する方法そ
の他の情報通信の技術を利用する方法をい
う。）により消費者との間で行う取引に関
し、次に掲げる行為を行ってはならない。

（1）　消費者に対し、次に掲げるいずれか
■■の方法により契約の締結を勧誘し、又
■■は契約を締結させる行為
　ア　販売又は訪問購入の意図を隠して接
■■近すること。
　イ　商品及びサービス等並びに訪問購入
■■に係る物品の内容、取引条件その他の
■■取引に関して重要な情報を故意に示さ
■■ないこと。
　ウ　商品及びサービス等並びに訪問購入
■■に係る物品に関し、将来における不確
■■実な事項について誤解させるべき断定
■■的判断を提供すること。
　エ　不実のことを示すこと。
　オ　消費者の取引に関する知識、経験若
■■しくは判断力の不足に乗じ、又は消費
■■者を心理的不安に陥れること。
　カ　その他誤信を招く情報を示すこと。

（2）　訪問購入（特定商取引に関する法律
■■第 58 条の 17 第 2 項各号に規定する
■■ものを除く。）に係る売買契約の締結に
■■ついての勧誘の要請をしていない消費
■■者に対し、営業所等（同法第 2 条第 1
■■項第 1 号の営業所等をいう。）以外の
■■場所において、当該売買契約の締結に
■■ついて勧誘をし、又は勧誘を受ける意
■■思の有無を確認する行為

（3）　消費者が契約の締結の勧誘を望まな

■■い旨若しくは契約の締結を拒絶する旨
■■の意思を示したにもかかわらず、又は
■■それらの意思を示す機会を与えること
■■なく契約の締結を勧誘し、又は契約を
■■締結させる行為

（4）　消費者に著しく不当な不利益をもた
■■らすことの明白な内容の契約を締結さ
■■せ、又はそのような内容の契約に変更
■■させる行為

（5）　消費者に対し、契約（契約の成立又
■■は契約内容について当事者間で争いの
■■あるものを含む。）に基づく債務の履行
■■を不当に強要する行為

（6）　消費者に対し、次に掲げるいずれか
■■の方法により、実際は成立していない
■■契約の債務の履行を強要する行為
　ア　不実の表示等により契約が成立して
■■いると誤認させること。
　イ　威迫する内容の表示等を行うこと。

（7）　契約又は契約の解除権等の行使に基
■■づく債務の履行を不当に遅延し、若し
■■くは拒否し、又は消費者の正当な契約
■■の解除権等の行使を不当に妨げる行為

2　事業者は、与信契約等（消費者が他の事
業者から商品又はサービス等を購入するこ
とを条件又は原因として信用を供与し、又
は保証を受託する契約をいう。以下この項
において同じ。）の締結の勧誘若しくは締結
又は債務の履行に関し、次に掲げる行為を
行ってはならない。

（1）　前項各号に掲げる行為
（2）　与信契約等の条件又は原因となる商
■■品又はサービス等の販売を行う事業者
■■若しくはその取次店等実質的な販売行
■■為を行う者の行為が前項各号に規定す
■■る行為のいずれかに該当することを知
■■りながら、又はそのことを知り得べき
■■であるにもかかわらず、与信契約等の
■■締結を勧誘し、若しくは与信契約等を
■■締結させる行為

3　市長は、規則で前 2 項に規定する行為（以
下「不当な取引行為」という。）に該当する
行為の基準を定めることができる。

　（不当な取引行為に関する調査及び情報提
供）
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第 23 条　市長は、不当な取引行為が行われ
ている疑いがあると認めたときは、当該不
当な取引行為について必要な調査を行うも
のとする。

2　市長は、前項の規定による調査により、
不当な取引行為が事業者によって行われて
いると認め、かつ、当該不当な取引行為に
よる消費者の被害の発生又は拡大を防止す
るため必要があると認めたときは、当該事
業者に係る不当な取引行為、商品又はサー
ビス等の種類その他必要な情報を提供する
ものとする。

3　前項の場合において、市長は、当該事業
者の不当な取引行為により消費者に重大な
被害が生じ、又は生ずるおそれがあると認
めるときは、同項に規定する情報のほか、
当該事業者の氏名又は名称、住所その他の
当該事業者を特定する情報を提供すること
ができる。

第 4 節　商品及びサービス等の確保並びに物
　価の安定

　（商品及びサービス等の円滑な流通等）
第 24 条　事業者は、常に商品及びサービス

等の円滑な流通を図るとともに、その価格
を安定させるよう努めなければならない。

　（生活関連商品等の価格等の調査及び情報提
供）
第 25 条　市長は、市民の消費生活と関連の

深い商品及びサービス等（以下「生活関連
商品等」という。）について、その価格の
動向、需給の状況、流通の実態等必要な事
項の調査を行うものとする。

2　市長は、必要に応じ、前項に規定する調
査により得た情報を消費者に提供するもの
とする。

　（生活関連商品等の確保）
第 26 条　市長は、生活関連商品等が不足し、

若しくは不足するおそれがあり、又はその
価格が著しく高騰し、若しくは高騰するお
それがあると認めたときは、事業者又は事
業者団体に対し、当該生活関連商品等の円
滑な供給その他必要な措置を講じるよう要

請することができる。

　（特定生活関連商品等の指定）
第 27 条　市長は、市民の消費生活と特に関

連の深い商品及びサービス等について、そ
の流通の円滑化及び価格の安定を図るため
必要があると認めたときは、当該商品及び
サービス等を特別の調査を要する商品及び
サービス等（以下「特定生活関連商品等」
という。）として指定することができる。

2　市長は、前項の規定による指定を行った
ときは、その旨を告示しなければならない。
指定を解除したときも同様とする。

　（特定生活関連商品等の調査及び情報提供）
第 28 条　市長は、前条第 1 項の規定により

特定生活関連商品等の指定をしたときは、
特定生活関連商品等についてその流通状
況、価格の変動その他の市民の消費生活の
安定を図るため必要な事項を調査するもの
とする。

2　市長は、必要に応じ、前項の規定による
調査により得た情報を消費者に提供するも
のとする。

　（不適正な事業行為の是正勧告）
第 29 条　市長は、特定生活関連商品等を供

給する事業者が、その円滑な流通を不当に
妨げ、又は著しく不当な価格で当該特定生
活関連商品等を供給していると認めたとき
は、当該事業者に対し、これらの行為を是
正するよう勧告することができる。

第 5 節　調査、勧告、公表等

　（立入調査等）
第 30 条　市長は、第 12 条から第 15 条まで、

第 17 条、第 19 条、第 23 条、第 28 条
及び前条の規定の施行に必要な限度におい
て、事業者に、その業務の状況について報
告させ、若しくは第 12 条第 1 項若しくは
第 2 項に規定する調査及び第 13 条若しく
は第 14 条の規定による認定を行うために
必要な最小限度の商品、事業者がサービス
等を提供するために使用する物若しくは商
品若しくはサービス等に係る資料（以下こ
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の条において「商品等」という。）の提出
を求め、又はその職員に、事業者の事務所、
工場、事業場、倉庫その他の事業に関係の
ある場所に立ち入り、商品等、帳簿、書類
その他の物件を調査させ、若しくは関係人
に質問させることができる。

2　市長は、事業者又は関係人が前項の規定
による報告、商品等の提出、立入調査又は
質問に対する回答を拒んだときは、当該事
業者に対し、書面により再度、報告をし、
商品等を提出し、立入調査に応じ、又は質
問に対し回答するよう要求することができ
る。

3　前 2 項の規定により立入調査又は質問す
る職員は、その身分を示す証明書を携帯し、
関係人から提示を求められたときは、これ
を提示しなければならない。

　（合理的な根拠を示す資料の提出要求）
第 31 条　市長は、事業者が第 22 条第 1 項

第 1 号エに規定する不実のことを示す行為
をしたか否かを判断するため必要があると
認めるときは、当該事業者に対し、期間を
定めて、当該示した事項の裏付けとなる合
理的な根拠を示す資料の提出を求めること
ができる。この場合において、当該事業者
が当該資料を提出しないときは、当該事業
者は不実のことを示す行為をしたものとみ
なす。

　（指導等）
第 32 条　市長は、第 15 条第 3 項、第 17

条第 3 項、第 19 条第 3 項又は第 22 条
第 1 項若しくは第 2 項の規定に違反してい
る事業者があると認めたときは、当該事業
者に対し、当該違反している事項を速やか
に是正するよう指導し、又は勧告すること
ができる。

2　市長は、前項の規定による勧告をした場
合において、特に必要があると認めるとき
は、当該勧告をした旨及び当該勧告の内容
を同項に規定する事業者が所属する事業者
団体及び当該事業者と契約関係にある他の
事業者のうち市長が必要と認めるものに通
知することができる。

　（意見陳述の機会の付与）
第 33 条　市長は、前条第 1 項の規定による

勧告をしようとするときは、あらかじめ、
当該事業者の意見を聴かなければならな
い。

　（公表）
第 34 条　市長は、事業者が第 12 条第 4 項

若しくは第 30 条第 2 項の規定による要求
又は第 13 条、第 29 条若しくは第 32 条
第 1 項の規定による勧告に従わないとき
は、その旨を公表することができる。

　（意見陳述の機会の付与）
第 35 条　市長は、前条の規定による公表を

しようとするときは、あらかじめ、当該事
業者の意見を聴かなければならない。

第 3 章　消費者被害の救済

　（苦情の処理等）
第 36 条　市長は、消費者と事業者との間の

取引に関して消費者から苦情の申出があっ
たときは、適切かつ迅速に当該苦情を解決
するために必要な助言、あっせんその他の
措置を講じるものとする。

2　市長は、前項の規定による措置を講じる
ため必要があると認めたときは、事業者そ
の他の関係人に対し、必要な資料の提出、
報告又は説明の要求その他必要な調査を行
うことができる。

　（あっせん又は調停）
第 37 条　市長は、前条第 1 項に規定する苦

情を円滑に解決するため必要があると認め
たときは、札幌市消費生活審議会のあっせ
ん又は調停に付すことができる。

2　市長は、前項の規定によりあっせん又は
調停に付したときは、その旨を苦情の申出
を行った者及び当該申出に係る事業者に通
知するものとする。

3　市長は、事業者が、正当な理由がなく、
第 1 項に規定するあっせん又は調停の呼出
しに応じないときは、当該事業者の氏名又
は名称、苦情の内容その他の必要な事項を
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公表することができる。

　（事件の周知）
第 38 条　市長は、同一又は同種の原因によ

る被害の防止又は救済を図るため、必要が
あると認めるときは、前条第 1 項の規定に
よりあっせん又は調停に付した苦情の概要
を公表することができる。

2　市長は、前項の規定により苦情の概要を
公表したときは、当該苦情に係るあっせん
又は調停の経過及び結果を公表するものと
する。

　（消費者訴訟等の援助）
第 39 条　市長は、事業者の事業活動により

消費生活上の被害を受けた消費者が事業者
を相手に訴訟を提起する場合又は事業者に
訴訟を提起された場合において、次に掲げ
る要件（事業者に訴訟を提起された場合に
あっては、第 1 号に掲げる要件を除く。）
を満たすときは、訴訟に係る経費の貸付け
その他の訴訟活動に必要な援助を行うこと
ができる。

（1）　当該消費者の受けた被害と同一又は
■■同種の原因に基づく被害が多数発生し、
■■又は発生するおそれがあること。

（2）　当該消費者が当該貸付けを受けなけ
■■れば、当該訴訟を提起し、又は応訴す
■■ることが困難と認められること。

（3）　当該被害に係る苦情が第 37 条第 1
■■項の規定によるあっせん又は調停に付
■■されたこと。

2　前項の規定により訴訟に係る経費の貸付
けを受けた者は、当該訴訟が終了したとき
は、市長が指定する日までに貸付けを受け
た資金の全額を返還しなければならない。

3　市長は、前項の規定にかかわらず、特別
の理由があると認めたときは、貸し付けた
資金の返還期限若しくは返還方法を変更
し、又はその返還の債務を減額し、若しく
は免除することができる。

4　前各号に規定するもののほか、第 1 項に
規定する訴訟活動に必要な援助に関し必要
な事項は、規則で定める。

　（札幌市行政手続条例の適用除外）

第 40 条　この条例及びこの条例に基づく規
則の規定に基づく訴訟に係る経費の貸付け
に関する処分については、札幌市行政手続
条例（平成 7 年条例第 1 号）第 2 章及び
第 3 章の規定は、適用しない。

第 4 章　総合的施策の推進

第 1 節　消費者の意見の反映等

　（消費者の意見の反映）
第 41 条　市長は、消費生活の安定及び向上

に資するため、広く消費者の意見、要望等
を把握し、消費者施策に適切に反映させる
よう努めなければならない。

　（市長への申出）
第 42 条　消費者は、この条例の定めに違反

する事業者の事業活動により、広く消費生
活に支障が生じるおそれがあるときは、市
長に対し、適切な措置を講じるよう申し出
ることができる。

2　市長は、前項の規定による申出があった
ときは必要な調査を行い、当該申出の内容
が事実であると認めるときは、この条例に
基づく措置その他適切な措置を講じるもの
とする。

3　市長は、第 1 項の規定による申出があっ
たときは、その処理の経過及び結果を当該
申出を行った者に通知するものとする。

4　市長は、必要があると認めるときは、第
1 項の規定による申出の内容並びにその処
理の経過及び結果を公表するものとする。

　（消費者の自主的行動の促進）
第 43 条　市長は、消費生活の安定及び向上

を図るための消費者の自主的な組織活動が
促進されるよう、必要な施策を講じるもの
とする。

　（教育及び啓発活動の推進）
第 44 条　市長は、消費者が経済社会の変化

に即応した健全かつ合理的な消費生活を営
むため必要な知識等を生涯を通じて修得で
きるよう、学習の機会及び場の提供等消費
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者教育の充実を図るとともに、消費生活に
関する知識の普及、情報の提供等の啓発活
動を積極的に推進しなければならない。

第 2 節　環境・資源への配慮

　（環境の保全及び資源・エネルギーの有効利
用）
第 45 条　市長は、健全な消費生活を推進す

るため、環境の保全及び資源・エネルギー
の有効利用に関する知識の普及、指導、情
報の提供その他必要な措置を講じるものと
する。

　（消費者、事業者等の対応）
第 46 条　消費者は、消費生活において、資源・

エネルギーの有効利用並びに不用品の再利
用及び再生利用を積極的に行うよう努めな
ければならない。

2　事業者は、商品及びサービス等の生産又
は供給に当たっては、省資源・省エネルギー
に資する商品及びサービス等の開発又は販
売に努めなければならない。

3　市長は、消費者の第 1 項の規定による活
動について、協力するよう努めるものとす
る。

第 5 章　消費生活審議会

　（設置）
第 47 条　市長の諮問に応じ、市民の消費生

活の安定及び向上を図るための施策の基本
的事項その他当該施策の実施に係る事項を
調査審議するため、札幌市消費生活審議会

（以下「審議会」という。）を置く。

　（組織等）
第 48 条　審議会は、委員 12 人以内をもっ

て組織する。ただし、特別の事項を調査審
議し、又は第 37 条第 1 項の規定によるあっ
せん若しくは調停をするため市長が必要が
あると認めたときは、臨時の委員を置くこ
とができる。

2　委員は、学識経験のある者、消費者、事
業者その他市長が適当と認める者のうちか

ら、市長が委嘱する。
3　委員（第 1 項ただし書の臨時の委員を除

く。）の任期は、2 年とし、再任を妨げない。
ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残
任期間とする。

4　委員は、職務上知り得た秘密を漏らして
はならない。その職を退いた後も、同様と
する。

5　第 37 条第 1 項の規定により審議会の権
限に属することとされた事項を調査審議す
るため、審議会に消費者苦情処理部会を置
く。

6　前項の規定により消費者苦情処理部会の
所掌に属することとされた事項について
は、消費者苦情処理部会の決定をもって審
議会の決定とする。

7　第 5 項に定めるもののほか、特定の事項
を調査審議するため必要があると認めたと
きは、審議会に専門部会を置くことができ
る。

8　前各項に定めるもののほか、審議会の組
織及び運営に関し必要な事項は、規則で定
める。

第 6 章　雑則

　（適用除外）
第 49 条　第 2 章第 1 節の規定は、医薬品、

医療機器等の品質、有効性及び安全性の確
保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145
号）第 2 条第 1 項に規定する医薬品及び同
条第 9 項に規定する再生医療等製品につい
ては、適用しない。

2　第 2 章及び第 3 章の規定は、次に掲げる
ものについては、適用しない。

（1）　医師、歯科医師その他これに準ずる
■■者により行われる診療行為及びこれに
■■準ずる行為

（2）　法令により、又はこれに基づいて規
■■制されている商品又はサービス等の価
■■格

　（委任）
第 50 条　この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。
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　附則
1　この条例は、平成 20 年 2 月 1 日から施
行する。
2　改正後の札幌市消費生活条例の規定は、
この条例の施行の日以後に行われた事業者の
行為について適用し、同日前に行われた事業
者の行為については、なお従前の例による。

　附則（平成 25 年条例第 5 号）
この条例は、公布の日から施行する。

　附則（平成 26 年条例第 59 号）
この条例は、平成 26 年 11 月 25 日から施
行する。
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第 1 章　総則

　（趣旨）
第 1 条　この規則は、札幌市消費生活条例（平

成 19 年条例第 26 号。以下「条例」とい
う。）の施行について必要な事項を定めるも
のとする。

　（用語）
第 2 条　この規則で使用する用語は、条例で

使用する用語の例による。

第 2 章　消費者の権利の確立に関する施策

　（安全性の証明の要求等）
第 3 条　条例第 12 条第 5 項の書面には、次

に掲げる事項を記載するものとする。
（1）　証明が必要な商品又はサービス等の
■■名称

（2）　証明が必要な理由
（3）　証明を求める事項
（4）　証明の提出期限
（5）　証明の提出先
（6）　その他市長が必要と認めた事項

2　市長は、条例第 12 条第 3 項又は第 4 項
の規定により証明を行うことを要求した事
業者から市長が指定する期限までに当該証
明を行うことが困難である旨の申出があっ

札幌市消費生活条例施行規則

　　　平成 6 年 6 月 29 日 規則第 46 号
改正　平成 7 年 3 月 規則第 14 号
改正　平成 17 年 3 月 31 日　規則第 24 号
改正　平成 20 年 1 月 11 日　規則第 1 号
改正　平成 28 年３月 31 日　規則第 21 号

目次
　第 1 章　総則（第 1 条・第 2 条）
　第 2 章　消費者の権利の確立に関する施策（第 3 条－第 9 条）
　第 3 章　消費者被害の救済（第 10 条－第 27 条）
　第 4 章　総合的施策の推進（第 27 条の 2）
　第 5 章　消費生活審議会（第 28 条－第 34 条）
　第 6 章　委任（第 35 条）
　附則

た場合において、特別の理由があると認め
たときは、当該期限の延長を認めることが
できる。

　（消費者の安全を害する商品又はサービス等
及び不適正な事業行為に係る認定手続）
第 4 条　市長は、条例第 12 条第 4 項、第

13 条、第 14 条第 1 項及び第 29 条の規
定による認定を行うため必要があると認め
たときは、札幌市消費生活審議会（以下「審
議会」という。）の意見を聴くものとする。

　（基準の制定等の手続）
第 5 条　市長は、条例第 15 条第 1 項に規定

する安全確保基準、条例第 17 条第 1 項に
規定する表示・広告基準、条例第 19 条第
1 項に規定する包装基準及び条例第 22 条
第 3 項に規定する不当な取引行為に該当す
る行為の基準（以下この条において「基準」
という。）を定めるときは、審議会の意見を
聴かなければならない。基準を変更し、又
はこれを廃止するときも同様とする。

　（報告及び商品又はサービス等の提出）
第 6 条　市長は、条例第 30 条第 1 項の規定

により事業者に対し、報告を求め、又は商
品等の提出を求めるときは、当該報告又は
提出に必要な期限を付すものとする。同条
第 2 項の規定により再度の要求を行う場合
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も同様とする。

　（身分証明書の様式）
第 7 条　条例第 30 条第 3 項に規定する証明

書は、様式 1 によるものとする。

　（合理的な根拠を示す資料の提出要求手続）
第 8 条　市長は、条例第 31 条の規定により

合理的な根拠を示す資料（以下この条にお
いて「資料」という。）の提出を求めるとき
は、当該提出に必要な期限を付すものとす
る。

2　市長は、条例第 31 条の規定により事業
者に資料の提出を求めるときは、当該事業
者に対し次に掲げる事項を記載した書面に
より通知するものとする。

（1）　事業者が消費者に示した事項であっ
■■て、市長が不実のことであるか否かを
■■判断しようとしているもの

（2）　資料の提出を求める理由
（3）　資料の提出先及び提出期限
（4）　その他市長が必要と認めた事項

3　市長は、前項の規定による通知を受けた
事業者から資料の提出期限の延長の申出が
あった場合において、特別の理由があると
認めたときは、当該資料の提出期限を延長
することができる。

　（意見の聴取）
第 9 条　市長は、条例第 33 条又は第 35 条

の規定により事業者の意見を聴くときは、
当該事業者に意見の内容を記載した書面

（以下「申立書」という。）を提出させるも
のとする。

2　事業者は、前項の規定により申立書を提
出するときは、証拠書類又は証拠物を提出
することができる。

3　市長は、条例第 33 条又は第 35 条の規
定により事業者の意見を聴くときは、当該
事業者に対し次に掲げる事項を記載した書
面により通知するものとする。

（1）　勧告（条例第 35 条の規定により事
■■業者の意見を聴くときにあっては、公
■■表。以下この項において同じ。）を予定
■■している内容

（2）　勧告の理由

（3）　申立書の提出先及び提出期限
（4）　その他市長が必要と認めた事項

4　市長は、前項の規定による通知を受けた
事業者から申立書の提出期限の延長の申出
があった場合において、特別の理由がある
と認めたときは、当該申立書の提出期限を
延長することができる。

第 3 章　消費者被害の救済

　（当事者の出席等）
第 10 条　審議会は、あっせん又は調停を行

うため必要があると認めたときは、当該
あっせん又は調停に係る苦情の申出者及び
その相手方となる事業者（以下「当事者」
という。）若しくは関係者の出席を求め、そ
の意見を聴き、又は関係書類若しくは物件
の提出を求めることができる。

　（あっせん又は調停の終結）
第 11 条　審議会のあっせん又は調停は、次

の各号の一に該当するときに終結する。
（1）　当事者間に合意が成立し、その旨を
■■調書に記載し、双方が記名・押印した
■■とき。

（2）　審議会が当事者間に合意が成立する
■■見込みがないと認め、あっせん又は調
■■停を打ち切ったとき。

　（報告）
第 12 条　審議会は、前条の規定によりあっ

せん又は調停が終結したときは、その経過
及び結果を市長に報告しなければならな
い。

　（訴訟費用の貸付けを受けることができる消
費者）
第 13 条　条例第 39 条第 1 項の規定により

訴訟に係る経費（以下「訴訟費用」という。）
の貸付けを受けることのできる消費者は、
札幌市の区域内に引き続き 3 月以上住所を
有する者とする。

　（訴訟費用の範囲）
第 14 条　訴訟費用は、次に掲げるものをい
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う。
（1）　裁判手続費用（民事訴訟費用等に関
■■する法律（昭和 46 年法律第 40 号）
■■第 2 章の規定により裁判所に納める費
■■用をいう。）

（2）　弁護士費用（弁護士報酬をいう。）
（3）　その他訴訟に要する費用（書証作成
■■費用、通信連絡費用等訴訟遂行上必要
■■な費用をいう。）

　（貸付金の額及び利息）
第 15 条　訴訟費用に係る貸付金の額は、訴

訟 1 件につき審級ごとに 100 万円以内と
し、申請の額の範囲内で市長が決定する。

2　訴訟費用に係る貸付金には、利子を付さ
ないものとする。

　（貸付けの申請）
第 16 条　条例第 39 条第 1 項の規定により

訴訟費用の貸付けを受けようとする者は、
消費者訴訟費用資金貸付申請書（様式 2）
に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し
なければならない。

（1）　住民票の写し
（2）　被害概要調書（様式 3）
（3）　訴訟費用支払予定額調書（様式 4）

　（貸付けの決定）
第 17 条　市長は、前条の申請書の提出を受

けたときは、当該申請に係る必要な調査を
行うとともに、審議会の意見を聴いて、貸
付けの可否及び貸付額を決定し、その旨を
申請者に通知するものとする。

2　前項の規定による貸付けの決定の通知は、
消費者訴訟費用資金貸付決定通知書（以下

「貸付決定通知書」という。）（様式 5）によ
り行うものとする。

　（貸付けの条件）
第 18 条　市長は、前条第 1 項の規定により

貸付けを決定する場合において、貸付けの
方法、貸付金の返還等に関して条件を付す
ことができる。

2　市長は、前項の規定により条件を付した
場合は、貸付決定通知書にその旨を記載し
なければならない。

　（貸付金の交付）
第 19 条　第 17 条第 1 項の規定による貸付

けの決定の通知を受けた者（以下「貸付け
の決定を受けた者」という。）は、その通知
を受けた日から 14 日以内に消費者訴訟費
用資金借用証書（以下「借用証書」という。）

（様式 6）を市長に提出しなければならない。
2　貸付けの決定を受けた者は、前項の規定

により借用証書を提出するときは、確実な
連帯保証人を定めなければならない。

3　市長は、第 1 項の規定による手続が完了
した後、貸付金を交付する。

　（追加貸付け）
第 20 条　市長は、貸付金の全額の交付を受

けた者が、既に交付を受けた貸付金の額に
不足を生じ、訴訟を維持することが困難で
あると認めたときは、当該訴訟における貸
付金の合計額が第 15 条第 1 項に規定する
貸付限度額を超えない範囲で貸付金を追加
することができる。

2　前項の規定により訴訟費用資金の追加貸
付けを受けようとする者は、消費者訴訟費
用資金追加貸付申請書（様式 7）に訴訟費
用支払予定額調書（様式 4）及び収支精算
書（様式 8）を添えて、市長に提出しなけ
ればならない。

3　第 14 条、第 15 条、第 17 条第 1 項及
び第 18 条から前条までの規定は、前 2 項
の規定による訴訟費用資金の追加貸付けに
ついて準用する。この場合において、第
15 条第 1 項中「100 万円以内」とある
のは、「100 万円から既に貸付けを受けて
いる額を控除した額の範囲内」と読み替え
るものとする。

　（貸付決定の取消し）
第 21 条　市長は、貸付けの決定を受けた者

が次の各号のいずれかに該当するときは、
貸付けの決定の全部又は一部を取り消すこ
とができる。

（1）　第 19 条第 1 項に規定する期間内に
■■借用証書を提出しないとき。

（2）　虚偽の申請その他不正な手段により
■■貸付けの決定を受けたとき。
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2　市長は、前項の規定により貸付けの決定
を取り消したときは、貸付けの決定を受け
た者に対して理由を付してその旨を通知す
るものとする。

　（貸付金の返還等）
第 22 条　訴訟費用の貸付けを受けた者（以

下「借受者」という。）は、当該訴訟の終了
の日から起算して 6 月を経過した日までに
貸付金の全額を一括して返還しなければな
らない。

2　市長は、条例第 39 条第 3 項の規定によ
り特別の理由があると認めたときは、相当
の期間を定めて返還期限を延長し、又は分
割して返還させることができる。

3　前項の規定により返還期限を延長し、又
は分割して返還しようとする借受者は、消
費者訴訟費用資金返還期限延長・分割返還
申請書（様式 9）にその理由を証する書類
を添えて市長に提出し、その承認を受けな
ければならない。

4　市長は、前項の規定による申請に対し承
認をした場合は、消費者訴訟費用資金返還
期限延長・分割返還承認通知書（様式 10）
によりその旨を申請者に通知するものとす
る。

　（貸付金の一時返還）
第 23 条　市長は、借受者が次の各号のいず

れかに該当するときは、前条第 1 項又は第
2 項の規定にかかわらず、貸付金の全部又
は一部を一時に返還させることができる。

（1）　貸付金を目的外に使用したとき、又
■■は正当な理由なく訴訟を提起せず、又
■■は応訴しないとき。

（2）　虚偽その他不正な手段により貸付金
■■の交付を受けたとき。

（3）　正当な理由なく訴えを取り下げたと
■■き。

（4）　確実な連帯保証人を定めることがで
■■きなくなったとき。

（5）　第 18 条第 1 項の規定に基づき付さ
■■れた貸付けの条件に違反したとき。

（6）　その他条例及びこの規則に違反し、
■■又は市長の指示に従わないとき。

2　市長は、前項の規定による処分をすると

きは、当該借受者に対してその理由を示さ
なければならない。

　（返還の債務の減額又は免除）
第 24 条　市長は、次の各号のいずれかに該

当するときは、条例第 39 条第 3 項の規定
により返還の債務を減額し、又は免除する
ことができる。

（1）　借受者が死亡し、当該訴訟を承継す
■■る者がいないとき。

（2）　判決又は和解によって確定した額が
■■貸付金の額を下回ったとき。

（3）　訴訟の結果が敗訴となったとき。
（4）　前各号に掲げる場合のほか、市長が
■■特別の理由があると認めたとき。

2　借受者は、前項の規定により返還の債務
の減額又は免除を受けようとするときは、
消費者訴訟費用資金返還債務減額・免除申
請書（様式 11）をその理由を証する書類
その他市長が必要と認める書類を添えて市
長に提出し、その承認を受けなければなら
ない。

3　市長は、前項の規定による申請に対し、
返還の債務の免除又は減額をする額を決定
したときは、消費者訴訟費用資金返還債務
減額・免除決定通知書（様式 12）により
その旨を申請者に通知するものとする。

　（違約金）
第 25 条　市長は、借受者が定められた返還

期限までに貸付金の返還を行わないとき
は、その返還期限（第 22 条第 3 項の規
定により、返還期限の延長を承認された
ときは、延長後の返還期限）の翌日から返
還の日までの日数に応じ、滞納金額につき
年 10.75 パ－セントの割合を乗じて計算
した額に相当する金額を違約金として徴収
する。ただし、当該違約金の額に 100 円
未満の端数があるとき、又はその金額が
1,000 円未満であるときは、その端数金
額又はその全額を切り捨てる。

　（届出事項）
第 26 条　借受者は、貸付金の返還完了に至

るまでの間において、次の各号に掲げる事
由に該当するときは、速やかにその旨を市
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長に届け出なければならない。
（1）　当該訴訟を提起し、又は応訴したと
■■き。

（2）　当該訴訟が終了したとき。
（3）　当該訴訟において、請求の内容を変
■■更したとき。

（4）　借受者の住所又は氏名を変更したと
■■き。

（5）　借受者の連帯保証人が死亡したとき、
■■その他連帯保証人を変更する必要があ
■■るとき。

2　借受者が死亡したときは、借受者の相続
人は速やかにその旨を市長に届け出なけれ
ばならない。

　（訴訟の経過の報告等）
第 27 条　市長は、必要があると認めたとき

は、借受者又はその訴訟代理人に対し、当
該訴訟の経過若しくは訴訟費用の使用状況
について報告若しくは説明をさせ、又は必
要な資料の提出を求めることができる。

第 4 章　総合的施策の推進

　（市長への申出の手続）
第 27 条の 2　条例第 42 条第 1 項の規定に

よる申出をしようとする者は、次に掲げる
事項を記載した書面を市長に提出しなけれ
ばならない。

（1）　申出人の氏名及び住所
（2）　申出の趣旨及び求める措置の内容
（3）　その他市長が必要と認めた事項

第 5 章　消費生活審議会

　（審議会の会長及び副会長）
第 28 条　審議会に会長及び副会長各 1 人を

置き、委員（条例第 48 条第 1 項ただし書
の規定により置かれた臨時の委員（以下「臨
時の委員」という。）を除く。）の互選によ
り定める。

2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
3　副会長は、会長を補佐し、会長に事故が

あるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。

　（会議）
第 29 条　審議会の会議は、会長が招集する。
2　審議会は、委員の半数以上が出席しなけ

れば、会議を開くことができない。
3　審議会の議事は、出席した委員の過半数

で決し、可否同数のときは、会長の決する
ところによる。

　（消費者苦情処理部会等）
第 30 条　条例第 48 条第 5 項の規定により

設置する消費者苦情処理部会は、会長が指
名する委員 6 人以内で組織する。この場合
において、臨時の委員は、消費者苦情処理
部会を構成する委員の半数を超えないもの
とする。

2　条例第 48 条第 7 項の規定により設置す
る専門部会は、会長が指名する委員 8 人以
内で組織する。この場合において、臨時の
委員は、当該専門部会を構成する委員の半
数を超えないものとする。

3　条例第 48 条第 5 項及び第 7 項の規定に
より設置する消費者苦情処理部会及び専門
部会に部会長 1 人を置き、部会を構成する
委員（臨時の委員を除く。）の中から部会を
構成する委員が選出する。

4　部会長は、部会の事務を総理し、部会の
会議の経過及び結果を審議会に報告する。

5　部会長に事故があるとき、又は部会長が
欠けたときは、あらかじめ部会長が指名し
た委員がその職務を代理する。

6　前条の規定は、部会の会議において準用
する。この場合において、前条中「審議会」
とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは

「部会長」と読み替えるものとする。

　（臨時の委員）
第 31 条　臨時の委員（あっせん又は調停を

行う臨時の委員を除く。）は、当該特別な事
項に関する調査審議が終了したときは、委
嘱を解かれたものとみなす。

2　あっせん又は調停を行う臨時の委員の任
期は、2 年を超えない範囲内において委嘱
の際に市長が定める期間とし、再任を妨げ
ない。
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3　臨時の委員は、委嘱の際に定められた調
査審議事項に係る審議会及び部会の会議に
ついてのみ出席するものとする。

　（関係者の出席等）
第 32 条　審議会及び部会において必要があ

ると認めるときは、関係者又は専門的事項
について知識を有する者の出席を求め、説
明又は意見を聴くことができる。

　（庶務）
第 33 条　審議会の庶務は、市民文化局にお

いて行う。

　（運営事項）
第 34 条　第 28 条から前条に定めるものの

ほか、審議会の運営に関し必要な事項は、
会長が審議会に諮って定める。

第 6 章　委任

　（委任）
第 35 条　この規則の施行について必要な事

項は、市民文化局長が定める。

　附則
1　この規則は、平成 6 年 7 月 1 日から施行
する。
2　札幌市消費生活安定条例施行規則（昭和
49 年規則第 45 号）は、廃止する。

　附則（平成 7 年規則第 14 号）～附則（平
成 17 年規則第 24 号）
　省略

　附則（平成 20 年規則第 1 号）
この規則は、平成 20 年 2 月 1 日から施行す
る。

〔様式省略〕
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　（趣旨）
第 1 条　この規則は、札幌市消費生活条例（平

成 19 年条例第 26 号。以下「条例」という。）
第 22 条第 3 項の規定に基づき、同項に規
定する不当な取引行為に該当する行為の基
準を定めるものとする。

　（用語）
第 2 条　この規則で使用する用語は、条例で

使用する用語の例による。

　（条例第 22 条第 1 項第 1 号に該当する行
為の基準）
第 3 条　条例第 22 条第 1 項第 1 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　契約の勧誘に先立って、次に掲げる
■■事項を消費者に告げず、又は商品若し
■■くはサービス等（以下「商品等」という。）
■■の販売若しくは訪問購入以外のことを
■■主要な目的であるかのように告げて契
■■約の締結を勧誘し、又は契約を締結さ
■■せる行為
　ア　事業者の氏名又は名称
　イ　商品等又は訪問購入に係る物品の種
■■類等
　ウ　当該勧誘が商品等の販売又は訪問購
■■入に係る契約の締結を目的とする旨

（2）　電子メール、インターネット等を利
■■用して消費者を勧誘する場合において、
■■次に掲げる事項を消費者に明らかにせ
■■ずに契約の締結を勧誘し、又は契約を
■■締結させる行為
　ア　事業者の氏名又は名称
　イ　商品等又は訪問購入に係る物品の種
■■類等
　ウ　当該勧誘が商品等の販売又は訪問購
■■入に係る契約の締結を目的とする旨
　エ　電子メールアドレス（当該勧誘が電
■■子メールにより行われる場合に限る。）

（3）　商品等の販売若しくは訪問購入の意

■■図を明らかにせず、又は商品等の販売
■■若しくは訪問購入以外のことを主要な
■■目的であるかのような表示（事業者が、
■■消費者を勧誘し、又は誘引するための
■■手段として、商品等又は訪問購入に係
■■る物品に関する事項について行う書面、
■■電磁的方法その他の方法による表示（広
■■告を含む。）をいう。以下同じ。）をし
■■て契約の締結を勧誘し、又は契約を締
■■結させる行為

（4）　商品等又は訪問購入に係る物品に関
■■する内容、取引条件その他の取引に関
■■する重要な情報を故意に告げず、又は
■■表示をせずに契約の締結を勧誘し、又
■■は契約を締結させる行為

（5）　商品等又は訪問購入に係る物品に関
■■し、将来における不確実な事項につい
■■て誤解させるような表現を用いて契約
■■の締結を勧誘し、又は契約を締結させ
■■る行為

（6）　商品等又は訪問購入に係る物品に関
■■する次に掲げる事項について、不実の
■■ことを告げ、又は表示をして契約の締
■■結を勧誘し、又は契約を締結させる行
■■為
　ア　商品等を販売し、若しくは提供し、
■■又は訪問購入を行う事業者の氏名又は
■■名称、住所、電話番号その他事業者に
■■関する事項
　イ　商品等又は訪問購入に係る物品の性
■■能、効用、安全性その他内容に関する
■■事項
　ウ　商品等又は訪問購入に係る物品の価
■■格、売買契約等の申込みの撤回又は契
■■約の解除その他取引条件に関する事項
　エ　その他契約の締結の判断に影響を及
■■ぼす重要な事項

（7）　消費者の取引に関する知識、経験又
■■は判断力の不足に乗じて、その内容、
■■条件、仕組み等について消費者が理解

札幌市不当な取引行為に該当する行為の基準を定める規則

　　　平成 7 年 7 月 6 日　規則第 49 号
改正　平成 20 年 1 月 11 日　規則第 2 号
改正　平成 25 年 2 月 26 日　規則第 3 号
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■■するために必要かつ十分な説明をしな
■■いで、契約の締結を勧誘し、又は契約
■■を締結させる行為

（8）　契約を締結する上で重要な事項とな
■■る消費者の年齢、職業、収入等を偽る
■■よう消費者を唆して、契約の締結を勧
■■誘し、又は契約を締結させる行為

（9）　消費者を威迫し、又は生命、身体、
■■健康、財産、運命等に関して消費者を
■■心理的に不安な状態に陥れる言動等を
■■用いて、契約の締結を勧誘し、又は契
■■約を締結させる行為

（10）　早朝若しくは深夜に、又は消費者
■■が正常な判断をすることが困難な状態
■■の時に、消費者の意に反して、電話を
■■し、又は訪問して、契約の締結を勧誘し、
■■又は契約を締結させる行為

（11）　消費者の意に反して、長時間にわた
■■り、又は反復して契約の締結を勧誘し、
■■又は契約を締結させる行為

（12）　路上その他の公共の場所で消費者
■■を呼び止め、消費者の意に反して、そ
■■の場で、又は営業所その他の場所へ誘
■■引して、執ように、又は強引に、契約
■■の締結を勧誘し、又は契約を締結させ
■■る行為

（13）　主たる販売目的以外の商品等を意
■■図的に無償又は著しい廉価で提供する
■■等により、消費者の購買意欲をあおり、
■■奮状態に陥れて、契約の締結を勧誘し、
■■又は契約を締結させる行為

（14）　商品等の購入資金に関して、消費
■■者からの要請がないにもかかわらず、
■■貸金業者等からの借入れその他の信用
■■の供与を受けること又は預貯金、生命
■■保険その他金融商品の解約等をするこ
■■とを執ように勧めて、契約の締結を勧
■■誘し、又は契約を締結させる行為

（15）　高齢者等の気力又は身体機能の低
■■下等に乗じて、又はこれらの事情をし
■■ん酌せずに、契約の締結を勧誘し、又
■■は契約を締結させる行為

（16）　消費者の知識、経験、理解力、財産
■■の状況、年齢等に照らして著しく不適
■■当と認められる契約の締結を勧誘し、
■■又は契約を締結させる行為

（17）　消費者の個人情報又は過去の取引
■■に関する情報を不当に利用して、消費
■■者を心理的に不安な状態に陥らせる等
■■により、契約の締結を勧誘し、又は契
■■約を締結させる行為

（18）　商品等を販売し、又は訪問購入を
■■行う目的で、無料検査、親切行為その
■■他の無償又は著しく廉価の商品等の提
■■供等を行い、これによる消費者の心理
■■的負担を不当に利用して、契約の締結
■■勧誘し、又は契約を締結させる行為

（19）　消費者に対し、商品等の提供に併せ
■■て他の商品等を自己又は自己の指定す
■■る事業者から購入するよう強制して、
■■契約の締結を勧誘し、又は契約を締結
■■させる行為

（20）　商品等を販売する目的を隠匿し、雇
■■用契約等を前提とした関係によって生
■■じる優越的な立場を不当に利用して、
■■商品等の契約の締結を勧誘し、又は契
■■約を締結させる行為

（21）　消費者に対し名義の貸与を求め、こ
■■れを使用して、その意に反する債務を
■■負担させる内容の契約を締結させる行
■■為

（22）　商品等又は訪問購入に係る物品の
■■内容又は取引条件が実際のものよりも
■■著しく優良又は有利であると消費者を
■■誤信させるような表現を用いて、契約
■■の締結を勧誘し、又は契約を締結させ
■■る行為

（23）　法令等により商品等の設置、購入又
■■は利用が義務付けられているかのよう
■■な表現を用いて、契約の締結を勧誘し、
■■又は契約を締結させる行為

（24）　自らを官公署、公共的団体その他著
■■名な法人の職員と誤信させるような言
■■動等を用いて、若しくは表示をして、
■■又は官公署、公共的団体その他著名な
■■法人若しくは個人の許可、認可、後援
■■等を得ていると誤信させるような言動
■■等を用いて、若しくは表示をして、契
■■約の締結を勧誘し、又は契約を締結さ
■■せる行為

　（条例第 22 条第 1 項第 3 号に該当する行
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為の基準）
第 4 条　条例第 22 条第 1 項第 3 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　商品等の販売又は訪問購入に際し、
■■消費者に勧誘を望まない旨の意思を示
■■す機会を与えず、又は当該機会を与え
■■るに当たって消費者の身体及び精神の
■■状況等をしん酌せずに、契約の締結を
■■勧誘し、又は契約を締結させる行為

（2）　商品等の販売又は訪問購入に際し、
■■消費者が勧誘を望まない旨又は契約の
■■締結を拒絶する旨の意思を示したにも
■■かかわらず、契約の締結を勧誘し、又
■■は契約を締結させる行為

（3）　消費者が事業者に対して当該消費者
■■の住所、勤務先その他の場所から退去
■■すべき旨の意思を示したことに反して、
■■又はそのように望んでいることを知る
■■ことができたにもかかわらず、当該場
■■所から退去せずに契約の締結を勧誘し、
■■又は契約を締結させる行為

（4）　消費者が広告等（電磁的方法による
■■ものを含む。）の送付を望まない旨の意
■■思を示したにもかかわらず、又は消費
■■者に当該意思を示す機会を与えること
■■なく、広告等により消費者を誘引し、
■■契約の締結を勧誘し、又は契約を締結
■■させる行為

（5）　消費者が商品を購入する意思を示し
■■ていないにもかかわらず、商品を一方
■■的に消費者の自宅等に送りつけ、代金
■■引換で受領させ、又は一方的に代金そ
■■の他の名目による対価を請求する等に
■■より、契約の締結を勧誘し、又は契約
■■を締結させる行為

（6）　消費者の意に反して、執ように同一
■■の消費者に対し商品等を次々と続けて
■■供するための契約の締結を勧誘し、又
■■は契約を締結させる行為

　（条例第 22 条第 1 項第 4 号に該当する行
為の基準）
第 5 条　条例第 22 条第 1 項第 4 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　契約に係る損害賠償額の予定又は違
■■約金の定めにおいて、消費者に著しく

■■不当な不利益をもたらすこととなる内
■■容の契約を締結させ、又はそのような
■■内容の契約に変更させる行為

（2）　消費者の契約の申込みの撤回又は契
■■約の解除若しくは取消しに関する定め
■■において、消費者に著しく不当な不利
■■益をもたらすこととなる内容の契約を
■■締結させ、又はそのような内容の契約
■■に変更させる行為

（3）　消費者にとって不当に過大な量の商
■■品等又は不当に長期間にわたって供給
■■される商品等の購入を内容又は条件と
■■する契約を締結させ、又はそのような
■■内容の契約に変更させる行為

（4）　消費者が購入の意思表示をした主た
■■る商品等と異なるもの又は消費者が意
■■思表示をした取引条件と異なる事項を
■■記載した契約書面を作成して、消費者
■■に著しく不当な不利益をもたらすこと
■■となる内容の契約を締結させ、又はそ
■■のような内容の契約に変更させる行為

（5）　商品等の購入に伴って消費者が受け
■■る信用がその者の返済能力を著しく超
■■えることが明白であるにもかかわらず、
■■そのような信用の供与と一体をなした
■■内容の契約を締結させ、又はそのよう
■■な内容の契約に変更させる行為

（6）　契約に関する訴訟について消費者に
■■不当に不利な裁判管轄を定める契約そ
■■の他契約に関する紛争又は苦情の処理
■■について消費者に不当に不利な内容の
■■契約を締結させ、又はそのような内容
■■の契約に変更させる行為

（7）　クレジットカード、会員証その他消
■■費者が商品等の提供を受けるための資
■■格を証する物が第三者によって不正に
■■使用された場合に、消費者に不当に責
■■任を負担させる内容の契約を締結させ、
■■又はそのような内容の契約に変更させ
■■る行為

（8）　事業者の債務不履行、債務履行に伴
■■う不法行為若しくは契約の目的物の瑕
■■疵により生じた消費者に対して事業者
■■が負うべき損害賠償責任又は当該瑕疵
■■に係る事業者の修補責任の全部又は一
■■部を不当に免除する内容の契約を締結
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■■させ、又はそのような内容の契約に変
■■更させる行為

（9）　法律の規定が適用される場合に比し
■■て、消費者の権利を制限し、又は消費
■■者の義務を加重して消費者の利益を一
■■方的に害する内容の契約を締結させ、
■■又はそのような内容の契約に変更させ
■■る行為

　（条例第 22 条第 1 項第 5 号に該当する行
為の基準）
第 6 条　条例第 22 条第 1 項第 5 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　消費者を欺き、威迫し、若しくは困
■■惑させ、又は正当な理由がなく早朝若
■■しくは深夜に、若しくは消費者が正常
■■な判断をすることが困難な状態のとき
■■に電話をし、若しくは訪問する等によ
■■り、債務の履行を強要する行為

（2）　消費者を欺き、威迫し、若しくは困
■■惑させる方法その他これらに類する不
■■当な方法により消費者に金銭を借り入
■■れさせ、又は預貯金、生命保険その他
■■の金融商品の解約等をさせることによ
■■り、消費者に金銭を調達させて、債務
■■の履行を強要する行為

（3）　正当な理由がないにもかかわらず、
■■消費者にとって不利益となる情報を信
■■用情報機関又は消費者の関係人に通知
■■する旨の言動等を用いて、又は表示を
■■して、債務の履行を強要する行為

（4）　契約の成立について消費者が争って
■■いるにもかかわらず、契約が成立した
■■と一方的に告げ、又は表示をして、債
■■務の履行を強要する行為

　（条例第 22 条第 1 項第 6 号に該当する行
為の基準）
第 7 条　条例第 22 条第 1 項第 6 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　自らを官公署、公共的団体その他著
■■名な法人の職員と誤信させるような言
■■動等を用いて、若しくは表示をして、
■■又は官公署、公共的団体その他著名な
■■法人若しくは個人の許可、認可、後援
■■等を得ていると誤信させるような言動

■■等を用いて、若しくは表示をして、本
■■来は生じていない債務が生じていると
■■消費者に誤認させ、又は本来は生じて
■■いない債務を履行するように威迫して、
■■当該債務の履行を強要する行為

（2）　契約に基づく消費者の債務が既に履
■■行されているにもかかわらず、消費者
■■の過去の取引に関する情報を利用する
■■等により、当該債務が不履行であると
■■誤認させて、当該債務の履行を強要す
■■る行為

（3）　電子計算機を用いた方法による契約
■■の申込みを受けようとする場合におい
■■て、当該契約に係る消費者による電子
■■計算機の操作が契約の申込みとなるこ
■■とを電子計算機の映像面においてあら
■■かじめ容易に認識できるように表示し
■■ない等の電子計算機の操作を不当に誘
■■導する方法により、契約が成立したと
■■誤認させ、当該契約に係る債務の履行
■■を強要する行為

　（条例第 22 条第 1 項第 7 号に該当する行
為の基準）
第 8 条　条例第 22 条第 1 項第 7 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　履行期限が過ぎているにもかかわら
■■ず、消費者からの再三の履行の督促に
■■対し、適切な対応をすることなく、契
■■約に基づく債務の履行を遅延し、又は
■■拒否する行為

（2）　契約に基づく債務の完全な履行がな
■■い旨の消費者の苦情に対し、担当者の
■■不在、退職等を理由に対応を拒み、債
■■務の履行を遅延し、又は拒否する行為

（3）　消費者の正当な根拠に基づく契約の
■■申込みの撤回又は契約の解除若しくは
■■取消しの申出に対して、これを拒否し、
■■威迫し、若しくは黙殺し、又は術策等
■■を用いて当該権利の行使を妨げて、契
■■約の成立又は存続を強要する行為

（4）　消費者の正当な根拠に基づく契約の
■■申込みの撤回又は契約の解除若しくは
■■取消しが有効に行われたにもかかわら
■■ず、法律上これに基づく義務とされる
■■返還義務、原状回復義務、損害賠償義
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■■務等の履行を正当な理由がなく遅延し、
■■又は拒否する行為

（5）　法令の規定等により消費者に認めら
■■れている財務書類等の閲覧権、事実又
■■は情報開示を請求できる権利等の行使
■■を拒否し、閲覧、開示等を拒む行為

（6）　消費者の正当な根拠に基づく契約の
■■申込みの撤回又は契約の解除若しくは
■■取消しの申出に対して、手数料、送料、
■■サービス等の対価、違約金等の支払の
■■請求その他の法律上根拠のない請求を
■■行う行為

　（条例第 22 条第 2 項第 1 号に該当する行
為の基準）
第 9 条　条例第 22 条第 2 項第 1 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　与信契約等の締結の勧誘若しくは締
■■結又は債務の履行に関する第 2 条から
■■第 8 条までに規定する行為

（2）　信用の供与等が消費者の返済能力を
■■超えることが明らかであることを知り、
■■又は知り得べきであるにもかかわらず、
■■当該与信契約等の締結を勧誘し、又は
■■与信契約等を締結させる行為

（3）　与信契約等において、販売業者等（商
■■品等の販売を行う事業者又はその取次
■■店等実質的な販売行為を行う者をいう。
■■以下同じ。）に対して生じている事由を
■■もって、消費者が正当な根拠に基づき
■■支払請求を拒否しているにもかかわら
■■ず、消費者等に債務の履行を迫り、又
■■は履行をさせる行為

　（条例第 22 条第 2 項第 2 号に該当する行
為の基準）
第 10 条　条例第 22 条第 2 項第 2 号に該当

する行為の基準は、次のとおりとする。
（1）　販売業者等の行為が第 2 条から第 8
■■条までに規定する行為のいずれかに該
■■当することを知りながら、与信契約等
■■の締結を勧誘し、又は与信契約等を締
■■結させる行為

（2）　信用の供与等に係る加盟店等（加盟
■■店契約を締結している販売業者等その
■■他提携関係にある販売業者等をいう。）

■■を適切に管理し、及び審査していれば、
■■当該加盟店等の行為が第 2 条から第
■■ 8 条までに規定するいずれかの行為に
■■該当することを知り得べきであるにも
■■かかわらず、与信契約等の締結を勧誘
■■し、又は与信契約等を締結させる行為

　附則
1　この規則は、平成 20 年 2 月 1 日から施
行する。
2　改正後の札幌市不当な取引行為に該当す
る行為の基準を定める規則の規定は、この規
則の施行の日以後に行われた事業者の行為に
ついて適用し、同日前に行われた事業者の行
為については、なお従前の例による。

　附則（平成 25 年規則第 3 号）
この規則は、札幌市消費生活条例の一部を改
正する条例（平成 25 年条例第 5 号）の施行
の日から施行する。
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